
様式第１号（第７条関係）

中小企業ＧＸ推進事業費補助金交付申請書

　　年　　月　　日

（宛先）伊勢崎市長

　　　　　　　　　　　　申請者　　郵便番号
所在地又は住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　名称又は屋号
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の役職・氏名

中小企業ＧＸ推進事業費補助金の交付を受けたいので、次のとおり申請します。


　１　補助事業等の目的及び内容
　　　ＧＸ経営に取り組むことを目的とした　　　　　　　　　　　　導入

　２　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　円　（１，０００円未満切捨て）

３  添付書類
　　⑴　補助事業内容説明書、事業収支予定内訳書
　　⑵　補助対象経費に係る見積書の写し
[bookmark: _Hlk201765832][bookmark: _Hlk230015748]⑶　補助対象経費に係る補足資料（設備のカタログ、仕様書、設計書、自動車運送事業の許可を受けたことが分かる書類の写し（自動車運送事業者がその自動車運送事業の用に供する自動車である場合）、自家用有償旅客運送の登録を受けたことが分かる書類の写し（自家用有償旅客運送の用に供する自家用自動車である場合）、群馬県環境ＧＳ認定の認定書の写し（太陽光発電設備又は蓄電設備である場合）、設置箇所の写真等）
⑷　個人事業主にあっては住民票の写し、法人にあっては登記事項証明書の写し（申請日から３箇月以内に発行されたもの）
⑸　個人事業主にあっては直近の確定申告書及び収支内訳書又は青色申告決算書の写し、法人にあっては直近の法人事業概況説明書の写し
⑹　市税に滞納がないことを証明する書類（市税の完納証明書）
⑺　事業所が市内に存在することが分かる書類（事業所の住所が記載されているウェブサイトを印刷したもの等）
⑻　誓約書（様式第２号）
⑼　従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する書面（様式第３号）（賃上げ表
　明事業者である場合）
⑽　その他市長が必要と認めるもの

	・担当者　　　　　　　　　　　　　（電話番号）　　　－　　　－　　　　

	メールアドレス：



別紙１ 　補助事業内容説明書
(1) 申請者の概要
	名称又は屋号
	

	資本金
	円
	従業員数
	人

	主たる業種
	
※日本標準産業分類の大分類の業種
	主要製品
・サービス
	

	補助事業
実施地1
	〒
伊勢崎市

	補助事業
実施地2
	〒
伊勢崎市


(2) 補助事業の概要
	事業の内容
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の導入

	市外の事業者に発注する場合は以下の□に✔を入れてください。
· 契約の内容が特殊であり、市内事業者では対応できないため市外事業者へ発注します。

	((3) 補助事業の目的・効果

	


　(4) 補助対象設備　※該当要件についてはあてはまるものに☑してください。
	設備名
	型番（導入設備）
	該当要件

	
	
	□グリーン　□トップランナー　□指定設備　□環境GS認定

	
	
	□グリーン　□トップランナー　□指定設備　□環境GS認定

	
	
	□グリーン　□トップランナー　□指定設備　□環境GS認定


[bookmark: _Hlk230002027]　※グリーン…グリーン購入法適合設備
トップランナー…トップランナー基準達成設備
指定設備…環境共創イニシアチブが指定する対象設備のうちユーティリティ設備又は生産設備に区分
環境GS認定…「群馬県環境GS認定制度」に事前登録を行い、認定書の発行を受けている
　　　　　　　（太陽光発電・蓄電設備の場合）





別紙２ 　事業収支予定内訳書
	事



業



費



予



定



額
	　収　入　区　分　※本補助金の交付申請額を除いて記載

	
	項　　目
	金　　額　（円）

	
	
	円

	
	
	円

	
	収　入　計（※１）
	円

	
	　支　出　区　分

	
	項　　目
	金　　額　（円）

	
	※詳細な経費内訳等をご記入いただく必要はございません。
【記入例】　○○室空調工事　　　○○○,○○○円
　　　　　　○○工場照明工事　　○○○,○○○円

	
	
	円

	
	
	円

	
	
	円

	
	
	円

	
	
	円

	
	
	円

	
	
	円

	
	税抜き金額
	円

	
	消　費　税
	円

	
	そ　の　他
	円

	
	支　出　計（※１）
	円

	補助対象経費
（税抜きの金額を記入）
	　
円

	表 明 す る 賃 上 げ 率（※２）
		％

	補助金交付申請額（※３）
(１，０００円未満切り捨て)
	
円



※１　収入・支出計については提出する見積書との整合を図ってください。
[bookmark: _Hlk230001881]※２　様式第３号「従業員へ(中略)証する書面」別紙の「増加率」と一致します
※３　参考　　賃上げ率　　　　　　補助上限額　　補助率
賃上げ表明なし　→　100万円　　　対象経費の1/3以内
2％以上4％未満　→　200万円　　　対象経費の2/3以内
4％以上6％未満　→　300万円　　　対象経費の2/3以内
6％以上　　　 　→　400万円　　　対象経費の2/3以内

